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1. 背景と目的 

企業の環境問題への対応は､TCFD (気候関連財務情報開示タスクフォース) と TNFD (自

然関連財務情報開示タスクフォース) という 2 つの大きな流れに沿った対応が求められて

きつつある｡この中で､企業は自社に関連するサプライチェーンがどの程度の環境負荷を発

生しているのかを報告､削減する必要がある｡例えば､東証はプライム市場に上場している

企業に TCFD に沿った報告を求めている｡しかしながら､企業が自社のサプライチェーンを

すべて遡ってその環境影響を理解することは難しい｡また､気候変動の原因となる温室効果

ガス排出の場所は関係ないものの､生物多様性や水などの自然関連の影響推定には､企業が

サプライチェーンを与えている場所の決定的に重要となっている｡ 

本研究では､世界規模の産業連関表と生物の生息域の地理情報を組み合わせることで､あ

る製品やサービスの輸入や消費がサプライチェーンのどの場所で､生物多様性に影響を与

えているのかを推定する｡これによって､企業や政府の調達でどの程度生物多様性に影響を

与えているのかを推定する手助けをする｡ 

2. 分析方法 

サプライチェーンデータベースである Eora 世界多地域間産業連関表 (世界 190 カ国､計

15,000部門) と IUCNのレッドリストデータベースを組み合わせることで推定を行う｡IUCN

レッドリストには､25,000 種の生物の種別の生息域のポリゴンデータ､絶滅危惧となってい

る原因 (農業､森林伐採や漁獲､ダム建設､気候変動など) が記載されている｡生物多様性と

いう比較的定量化が難しい問題に対して､トン CO2 と同じ定量的な指標として種数を用い

る｡産業連関表の絶滅の危機を引き起こしている各部門に 25,000 種を割り当て､産業連関分

析によってサプライチェーンを辿ることで､貿易や消費が生物多様性に与える影響を種数

という形で定量化する｡例えば､スパイダーモンキーという種が天然ゴムのプランテーショ

ンで絶滅の危機に晒されている場合､産業連関表における天然ゴムの生産部門が引き起こ

している生物多様性損失を 1 種と考え､天然ゴムからの産業連関表の金額のフローに従って､

1 種を各国の最終消費に割り振ることで影響の推定を行う｡また､1種の生息域を各国の消費

に割り振ることで､消費国･製品別に生物多様性に与える影響のマップを作成することがで

きる｡例では 1 種のみ説明したが､これを 25,000 種について行うことで､より包括的な消費､

調達､貿易が生物多様性に与える影響を可視化する｡ 

3. 結果 

本研究によって､約30%の種が貿易を通じて絶滅の危機に晒されていることが明らかにな

った｡また､その影響をマップ化することで､下図に米国の消費が､世界のどこで種を絶滅の

危機に晒しているのか推定した｡ 



 

4. 考察 

本研究では､各国の消費や製品の調達が生物多様性に与える影響を世界で初めてマップ

化することに成功したが､本研究の結果と実際の企業や政府の調達行動の変化には大きな

溝がある｡経済政策でも多くの場面で地理情報データは利用されてきた｡しかしながら､多

くの場合には政府から提供されたデータや自然科学者らが作成してきたデータを二次的に

利用する場面がほとんどである｡本研究で利用した IUCN レッドリストでも各種のポリゴン

に紐付けられた種の絶滅危機の原因は経済的な分析をするには不十分であった｡例えば､農

業という種絶滅危機の原因が分かっても､どの農作物の貿易やサプライチェーンを追うべ

きなのかについては何も教えてくれない｡企業や政府は､ブラジルのセラードからの大豆調

達の生物多様性への影響を知りたいのに､これら研究はブラジルの一般的な農業が与える

影響しか分からない｡他のGISデータを見ても､例えば､土地被覆分類は経済活動の分類とは

全く異なるなど､経済的な分析をするために地理情報が作られていない｡ 

このような中で､自然科学者と共同して地理情報データの作成に関わること､そして､こ

れから利用可能となってくるハイパースペクトルイメージを使うことは今後の経済政策研

究発展の鍵となると考える｡自然科学者は､自分たちで作成するデータを社会科学者がどの

ように使うのかを想定して作っていないことが多いので､GIS データ作成の議論の段階で加

わることができれば､私達にもより使いやすいデータが生まれてくる｡また､ハイパースペ

クトルイメージによって衛星画像のあらゆるものがより識別しやすくなるということであ

る｡例えば､農作物の種類やその生産量など､従来の衛星画像からの機械学習による判別が

難しかった課題も解決できると見込まれている｡ 
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